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'25年の法改正施行まであと1年【基準法】'25年の法改正施行まであと1年【基準法】

工務店の住宅に次ぐ商圏は 「非住宅」工務店の住宅に次ぐ商圏は 「非住宅」

　令和7年4月に大きな変化が予定さ

れている住宅の省エネ基準適合義務

化と 建築基準法。 今回は 建築に 関

わる大きな法律が2つ変更されるた

め、全体像を把握するのが容易では

ありません。また、1年後の制度施

行に向け、まだ細かい部分ではどの

ように運用するかが定められていな

いものも散見されます。前号（5月号

vol.65）では省エネ基準適合義務化

について取り挙げました。今回は建

築基準法にフォーカスします。

　建築基準法では、原則全ての建築

物を対象に建築確認や完了検査など

を求めています。ですが現在、事務

の簡素化を図る観点から一定規模以

　林野庁は令和5年度の建築物における木材利用促進

に向けた措置の実施状況を公表しました。これによる

と、中高層建築物の木造率は低いものの、床面積でみ

ると対前年比約2万600m2増となっており、過去10年間

でみると、概ね増加傾向で推移しています（図）。
　少子高齢化と物価高によって住宅着工戸数は減少、

その床面積も縮小傾向にありますが、足元では全国的

に非住宅木造建築やコンパクトな平屋建需要の追い風

が吹きます。世帯人数の減少などが背景にはあるとさ

れています。そんな中、業界では鉄筋鉄骨造から木造

建築確認審査の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）
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4号住宅は今後このような区分に

Ⅰ-１ 建築物一般における木材の利用の促進に向けた取組⑤ 

（５）建築物への木材利用の状況

イ 着工した非住宅建築物の構造別の床面積と木造率の推移（図２）
非住宅建築物の木造の床面積及び木造率（床面積ベース）は、
近年、横ばい

ウ 着工した中高層木造建築物の床面積の推移（図３）
着工した中高層木造建築物の床面積は、
・約46,000㎡で前年よりほぼ倍増
・過去10年間で見ると、概ね増加傾向で推移

（続き）

（図３）

６６

（図２）

③中高層木造建築物の事例
中高層木造建築物の主な竣工事例は次のとおり

ジューテック本社ビル
（東京都港区、令和５年２月竣工）[８階建て]

写真提供：
株式会社ジューテック

銀座髙木ビル
（東京都中央区、令和５年５月竣工）[12階建て]

野村不動産溜池山王ビル
（東京都港区、令和５年10月竣工）[９階建て]

写真提供：
株式会社シェルター

写真提供：
野村不動産株式会社

へシフトする機運が高まっています。背景には鉄鋼材・

生コン価格の上昇が挙げられます。

　鉄鋼材はコロナ禍から価格が高止まりとなってお

り、大手ハウスメーカーでは持家から木造貸家へのシ

フトを進める動きもありました。生コンはセメントや

骨材など原料価格が上昇しているほか、輸送費もガソ

リン代の高騰でアップしています。

　しかし、建設・建築業界で続く人手不足は慢性的。

そこで、工務店の木造技術が非住宅木造分野で求めら

れているのです。ただし、店舗など非住宅建築は住宅

とは異なります。大開口や柱・壁の少ない空間などで構

造耐力を担保する設計の観点が欠かせません。さらに、

住宅とは異なり、住宅瑕疵担保責任履行の法律に基づく

資力確保措置が義務付けられていません。

　今後増加していくと考えられる非住宅木造分野では

お施主様にあたる事業主に対して、木造建築による安

心感をどのように訴求していくかが焦点となります。

その選択肢のひとつとして瑕疵保証への加入などに

よってもしもの備えを担保していく姿勢が非住宅分野

における工務店にとっては重要といえるでしょう。
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下の建築物のうち、都市計画区域等の区域

外のものは建築確認、検査の対象外となっ

ています。また、都市計画区域等の区域内

のものは審査省略制度、いわゆる4号特例が

設けられています。こうした中、今般の法

改正では、これまでの4号建築物について区

分を変更。令和7年4月からは構造によらず、

平屋かつ延べ面積200㎡以下の建築物は「新

3号建築物」として引き続き建築確認の対象

外のままとなりますが、その他の住宅は「新

2号建築物」として建築確認が必要になる予

定です。

　そこで問題となってくるのが、確認審査

対象の見直しに伴う提出図書等の書類。旧

4号建築物から新2号建築物に移行するもの

は、建築基準法令の全ての規定について審

査対象になることから、確認申請の際に審

査を行うために必要な図書の添付が必要に

なります。具体的には、これまでの確認申

請図書に加え、構造関係の仕様規定、住宅

の採光・換気等（設備その他単体規定）、防火

避難関係規定の他、省エネ基準への適合性

を示す図書を新たに提出しなければなりま

せん。

　このうち、 仕様規定の範囲で構造安全性

を確認する建築物については、明示すべき事項を使用

表等に記載することで添付図書の合理化を図るとして

います。主に基礎伏図、各階床伏図、小屋伏図、軸組

図などが省略の対象となる見込みです。　

　なお、建築士法により建築士事務所に課されている

図書保存の義務は、これまでどおり変わらないとして
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審査（検査）項目

【図1】リフォーム減税制度の種類

提出図書は合理化が図られる予定

リフォーム工事の際に減税制度もうまく活用リフォーム工事の際に減税制度もうまく活用
　住宅リフォームを支援する各種減

税制度について、令和6年度税制改

正により期限延長・拡充等が行われ

ています。リフォーム減税制度には

大きく分けると、「所得税の特別控

除」、「固定資産税の減額措置」、「贈

与税の非課税措置」、「買取再販住宅

の税制特例」の4つがあり、この4つ

の中でもメニューがいくつかに分か

れています（図1）。また、リフォー

ム減税制度の活用にあたっては、申

告に必要な各種証明書を事業者側で

発行する必要があります。それぞれ

の制度で準備が必要な書類と、その

書類を誰が発行できるのかを事前に

確認し、注意が必要となっています

います。建築工事を実施する上で基礎伏図、各階床伏

図、小屋伏図、軸組図などは重要な図書となるため、

これらの設計図書を適切に保存することが求められる

ので注意しましょう。これらの提出図書は今後、所管

する国土交通省の省令改正によって正式に決定される

予定です。
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環境にも経済性にも
配慮できます

スマホからも操作可能

空調と連動でさらに快適＆省エネ

ダイキンの床暖房はヒートポンプ式
最大
33畳

【図2】各種制度において準備の必要がある証明書

【図3】減税制度を利用する流れのイメージ（増改築等工事証明書の場合）

出典:資料は全て国土交通省「リフォーム減税制度についてのWEB説明会資料」

（図2）。
　例えば「増改築等工事証明書」

の場合、まず契約前に減税制度の

利用有無を確認する必要があり

ます。後から実は減税制度を使い

たかったということにならないよ

う、事前の確認が重要となります

（図3）。
　工事請負契約書等については、

確定申告等の際にも必要になるた

め、必ず保管が求められます。増

改築等工事証明書の 発行の 場合に

は、工事の前後を写真で確認する

場合があるので、 写真で記録して

おく必要があります。さらに、増

改築等工事証明書は 様式が3種類あ

るため、対応した書類か必ず発行

する前に確認が必要です。

　事業者が対応するのは書類の発

行までで、それ以降の申告は減税

制度を活用する本人が行うことに

なります。必要書類を揃えた上で、

控除を受ける人が自ら税務署へ確

定申告を行う必要があります。

　各種制度の詳細な情報は国土交

通省HP、（一社）住宅リフォーム

推進協議会HPに掲載されているの

で、リフォーム提案の際に活用し

てみてください。

リ推協HP国交省HP
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既存の設備を撤去する際の費用まで手厚く補助されま

す（一定の要件あり）。補助額の引き上げによってぜ

んねんよりも引き合いが強いと考えられる同事業の予

算消化率は右図の通り。どちらも2割を超えている状

況で、撤去加算措置に

ついては3割に迫って

います。早めの申請が

求められます。補助金

の予算を事前に確保で

きる予約申請もあわせ

て検討してください。

中部圏前年同月比3カ月連続増
2× 4工法 4カ月連続増、 プレハブ10カ月連続減

'24年
3月
着工

令和 6 年3 月 新設住宅着工統計（▲は減少、無印は増加）
戸数 前月比 (%) 前年同月比 (%)

新設住宅合計 64,265 8.6 ▲ 12.8

利用関係別

持家 16,637 2.0 ▲ 4.8
貸家 28,204 13.1 ▲ 13.4
給与 235 ▲ 60.4 ▲ 58.8
分譲 19,189 10.7 ▲ 16.8

地域別

首都圏 22,638 3.0 ▲ 14.4
中部圏 8,792 22.5 14.9
近畿圏 11,240 17.6 ▲ 16.4

その他の地域 21,595 5.6 ▲ 17.4

構造別 .
建て方別

木  造 35,606 8.1 ▲ 2.5
一戸建 24,997 4.2 ▲ 7.2
非 木 造 28,659 9.2 ▲ 22.9
共同住宅 25,562 12.4 ▲ 22.9

工法別

軸組木造 27,042 7.1 ▲ 3.5
在来非木造 22,017 13.5 ▲ 25.3
プレハブ 7,493 ▲ 2.1 ▲ 11.9

2 × 4 7,713 12.2 0.4

　国土交通省が令和6年4月30日に公表した本年3月の

新設住宅着工戸数は以下の通りです。

ZEH支援事業4/26 ～公募受付開始ZEH支援事業4/26 ～公募受付開始
　経済産業省と環境省の戸建ZEH支援事業の委託を受

ける（一社）環境共創イニシアチブ（SII）は、令和6

年度の公募期間などを公表した。

　同事業の申請対象者は、新築戸建住宅を建築・購入

する個人、新築戸建住宅の販売者となる法人。補助対

象となる住宅が「ZEH」、「ZEH+」等となっている。

　交付要件の1つに「SIIに登録されているZEHビルダー

/プランナーが関与（建築、設計又は販売）する住宅で

あること」が求められている。「ZEH」の補助額上限は

1戸あたり55万円、「ZEH+」が100万となっている。さ

らに、両住宅とも追加設備等による加算を設置。蓄電

システム（上限20万円）、CLT（定額90万円）、地中熱ヒー

トポンプ・システム（定額90万円）、PVTシステム（太

陽光発電と太陽熱集熱を同時に行える）（方式、パネ

ル面積により65万、80万、90万円）、液体集熱式太陽

熱利用システム（パネル面積により12万、15万円）に

加算するとしている。スケジュールは右上の図を参照

のこと。

　家庭で消費するエネルギーの3割近くを占める給湯

について、経済産業省は前年度に引き続いて補助事業

を行っています。今年度の給湯省エネ事業2024では補

助金が機器によって3 ～ 5万円引き上げられているほ

か、新たに補助金が加算される仕組みが導入されまし

た。性能が高い機器によって補助金が加算されるほか、

補助金額引上げの給湯補助、 予算消化率3割迫る補助金額引上げの給湯補助、 予算消化率3割迫る
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※2024年 5月 17日 0 時時点
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事業2024HP

※ 先着順・都度交付


